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浸水想定区域 

愛知県 

三重県 

桑名市 

桑名市 
長島町 

木曽岬町 

弥富市 

三重県 

伊勢湾岸自動車道 

国道23号 

国道1号 

東名阪自動車道 

地震津波対策 
必要区間 

地震津波対策 
必要区間 

○ゼロメートル地帯に、航空宇宙産業の生産拠点や観光拠点を抱える。 

○南海トラフ巨大地震による津波被害を軽減するため、緊急的に堤防の 

 耐震対策を実施。 

木曽三川河口部の浸水区域（津波）と主な観光・生産拠点と対策範囲 

地震・津波対策（木曽三川下流部の例） 
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整備後 

○海岸堤防の老朽化対策と液状化対策を推進。 

○海岸整備に合わせて、背後地の宅地開発や 

新規施設の立地が進展。 

    防護区域 
 ●  堤防着工後の宅地開発（一部） 
 ●  堤防着工後の公共施設等の立地 

 

 
  

  

整備前 

津松阪港

＋
津市

松阪市

整備中

整備済

海岸堤防の耐震化（津松阪港の例） 
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橋梁耐震補強① 
 
○南海トラフ地震等の大規模災害に備え、橋梁耐震補強を推進。  

  

    
 

橋脚補強 

 

落橋防止装置 
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橋梁耐震補強② 
 
○全国の緊急輸送道路について、「落橋・倒壊対策」が約９９％完了。 

○引き続き、更なる耐震性能の向上を図るため、「速やかな機能回復を目指

す対策」を推進。 

高速道路 
会社管理 

国管理 

都道府県・政令市管理 

市町村管理 

  

  

  

  

対応済 
100% 

対応済99.9% 

対応済97.8% 

対応済75.0% 

未対応・不明 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

■落橋・倒壊対策の状況 ■耐震性向上対策の例 
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中部国際空港 

青崩峠道路 

H30  
佐久間道路・三遠道路 

H30 天城北道路 

河津下田道路(Ⅰ･Ⅱ期) 

H31 

H29 

H31 

飯喬道路 H29 H30 

熊野尾鷲道路(Ⅱ期) 

熊野道路 

H30 
1号笹原山中バイパス 

H32  
41号石浦バイパス 

H28 H29   

42号松阪多気バイパス 

H30  23号中勢道路 

H30 153号伊南バイパス 

H30   
1号静清バイパス（4車化） 

H32新東名 

一般国道の 

高速自動車国道 

自動車専用道路 

 ○中部地整管内の高規格幹線道路の延長は、約１,７００km 
 ○うち、約１,３００kmが開通済（約８０％）。約２００kmが事業中（約１４％） 

信頼性の高い緊急輸送ネットワークの確保 

 

 

 

 
 

 

★：H28新規事業箇所 

★ 

★ 
41号門原防災 

247号西知多道路 
    （東海JCT） 1号藤枝バイパス 

★ 

H31 

中部地方整備局 
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（事務局：中部地方整備局） 

  

第１回 平成23年10月4日（設立）  
● 座長（奥野信宏 中京大学理事） 
  
  ◆ 学識経験者（１３名） ※座長含む             
 
  ■ 国の地方支分部局（３４機関） 
  
  ■ 地方公共団体（１３機関） 
 
  ■ 経済団体（４機関） 
 
  ■ ライフライン関係団体等（５６機関） 
 
  ■ 報道関係機関（１０機関） 
 
   合計１３０構成員（H28.4.1現在) 
 

第３回 平成24年11月5日 

中部圏地震防災基本戦略【最終とりまとめ】 

中部圏地震防災基本戦略【最終とりまとめ】 

 南海トラフ地震対策中部圏戦略会議  

  

第５回 平成26年５月22日 

中部圏地震防災基本戦略【第一次改訂】 

 

第８回 南海トラフ地震対策中部圏戦略会議 （平成29年5月18日） 

第７回 平成28年３月24日 

優先的に取り組む連携課題の中間レビュー 

・将来的には、南海トラフ地震対策特別措置法に基づく法定協議会へ移行 

第7回南海トラフ地震対策中部圏戦略会議 風景 

中部地方整備局 
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南海トラフ地震対策中部圏戦略会議 

７つの優先的に取り組む連携課題と２つの継続的に取り組む連携課題 

避難、防御 復興 

被害の最小化に向けた事前対策 迅速な応急対策、 
早期復旧の実施体制の構築 

地域全体の復興を 
円滑に進めるために 

1.災害に強いものづくり中部の構築 

2.災害に強い物流システムの構築 

3.災害に強い地域づくり 

4.情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化 

5.防災意識改革と防災教育の推進 

6.確実な避難を達成するための 
各種施策の推進  

8.防災拠点を結ぶネットワーク形成と 
総合啓開のオペレーション計画の策定 

7.災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備 

9.関係機関相互の防災訓練の実施 

応急・復旧 

   

 ７つの優先的に取り組む連携課題 

 ２つの継続的に取り組む連携課題 

 

中部地方整備局 
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【航空自衛隊輸送機(C130) 
に搭乗するＤＭＡＴ隊】 

【航路啓開】 
（航路内に沈んだコンテナの揚収） 

【テレビ会議】 
（愛知県知事、岡崎市長と局長） 

 

【道路啓開】 
（道路啓開と作業前の負傷者の救助） 

【中部地方整備局災害対策本部】 

小牧基地 名古屋港 

○大規模災害に備え、国、地方公共団体、ライフライン関係機関等の 
 １７９機関が参加し、南海トラフ防災訓練を実施。 

三の丸庁舎 

 

岡崎中央総合公園 

【排水作業訓練】 

河川環境楽園 松陰東排水機場 

 

        
 

      

訓練日時：平成２８年８ 月２８日（日） 場所：中部地整災対本部ほか 

 南海トラフ巨大地震対策広域連携防災訓練 中部地方整備局 
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熊本地震等を踏まえた主な課題（アドバイザリー会議） 

○喫緊の課題である「緊急輸送ルート」、「物資供給」、「燃料供給」について、

学識者を交えた意見交換を実施。 

道路啓開 物資 

学識者との意見交換 

燃料 

中部地方整備局 

戦略会議座長：奥野 信宏（中京大学教授） 

          阪本 真由美（名古屋大学准教授） 

          能島 暢呂（岐阜大学教授） 

          林  拙郎（三重大学名誉教授） 

          平松 晋也（信州大学教授） 

          福和 伸夫（名古屋大学教授） 

          水谷 法美（名古屋大学大学院教授） 

          山岡 耕春（名古屋大学大学院教授） 

          渡辺 研司（名古屋工業大学大学院教授） 

［参加学識者］   

9 

会議日時：平成２８年１２ 月２２日（木） 出席者：学識者、連携課題幹事機関等 



清龍丸からの支援物資を搬出（大分港） 

○熊本地震の被災地にＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員130名（延べ658人日）、台風10  
  号による東北被災地に隊員66名（延べ355人日）を派遣。 

民家の建築物危険度判定調査作業（熊本市） 

熊本県道28号大切畑大橋の被災調査（西原村） 崩落現場の点検作業（阿蘇大橋付近） 

無人化施工ﾊﾞｯｸﾎｳ 

見内川地区の被災調査（岩泉町） 

閉塞した閉伊川の被災調査（宮古市）  

[東北] 

[東北] 

[熊本] 

[熊本] 

[熊本] 

[熊本] 

  
  

[東北] 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥによる被災地支援～熊本地震・台風10号～   中部地方整備局 
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 ○現地情報連絡員（通称：リエゾン）を派遣し、迅速かつ的確な情報共有 
  及び災害支援を実施。 

・リエゾン（情報連絡員）：災害時に整備局職員を連絡窓口として自治体に派遣し、整備局・自治体
相互の情報共有や自治体への応援派遣調整、相談受付等を行い、迅速
かつ的確な災害対策及び災害支援に資するもの。 

県庁にて情報収集するリエゾン 現地対策本部にて情報収集するリエゾン 

 南海トラフ地震時の情報共有の強化 県・市町村へのリエゾン派遣 
中部地方整備局 

11 


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	南海トラフ地震対策中部圏戦略会議
	　南海トラフ巨大地震対策広域連携防災訓練
	熊本地震等を踏まえた主な課題（アドバイザリー会議）
	スライド番号 11
	スライド番号 12



